
○東京都市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の長等の退職手当

条例 

（ 
昭和４０年４月３日 

） 条例第２号 

改正 昭和４２年 ９月２２日 条例第１１号 

昭和４２年１１月 ９日 条例第１３号 

昭和４３年 ４月１６日 条例第 ５号 

昭和４３年 ７月２９日 条例第 ８号 

昭和４４年 ２月１３日 条例第 １号 

昭和４４年 ８月 ７日 条例第 ４号 

昭和４７年１１月２７日 条例第 ６号 

昭和６０年 ３月 ２日 条例第 ３号 

昭和６１年１１月２７日 条例第 ３号 

平成１６年 ２月２５日 条例第 ３号 

平成１９年 ２月２６日 条例第 ３号 

平成２６年 ２月１８日 条例第 １号 

平成２８年 ２月２５日 条例第 ２号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、東京都市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体（以下「構

成団体」という。）の長、副市町村長、地方公営企業の管理者、教育長及び地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第４号に規定する秘書の職（以下「秘書」

という。また、これらを総称して「長等」という。）の退職手当に関し、必要な事項を

定めることを目的とする。 

 （退職手当） 

第２条 前条に規定する長等の退職手当の額は、退職の日におけるその者の給料月額に、

次の各号に掲げる割合を乗じて得た額に、その者の在職年数を乗じて得た額とする。 

 （１） 長          １００分の４００ 

 （２） 副市町村長      １００分の３００ 

 （３） 地方公営企業の管理者 １００分の２５０ 



 （４） 教育長        １００分の２５０ 

 （５） 秘書         １００分の１００ 

２ 前条に規定する者の公務上の死亡又は傷病による退職の場合は、前項により計算した

額の１００分の５０に相当する額を加算して支給する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、２以上の構成団体の長等の職をかねることとなるため、

又は２以上の職をかねることとなるため、２以上の退職手当が支給されることとなる場

合は、その者に対する主たる給与の支給にかかる職についての退職手当のみを支給する。 

 （勤続期間の計算） 

第３条 退職手当の算定の基礎となる在職期間の計算は、その任期間とする。但し、在職

期間に１年未満の端月数がある場合には、その在職期間が６月以上１年未満の端月数は、

これを１年とし、６月未満の端月数は、これを切り捨てる。 

 （勤続期間の計算等の特例） 

第４条 構成団体の長の要請に応じ国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）

第２条に規定する者（以下「国家公務員」という。）が、退職手当の支給を受けること

なく引き続き構成団体の秘書となり、引き続いて国家公務員に復帰する場合におけるそ

の者の在職期間は、東京都市町村職員退職手当組合退職手当支給条例（以下「支給条例」

という。）第１０条第５項の規定の例による。 

２ 前項の規定の適用を受けた者の退職手当は、支給しない。 

３ 前項の規定にかかわらず、第１項の規定の適用を受けた者が引き続き国家公務員に復

帰することなく退職した場合におけるその者に対する退職手当は、次の各号に掲げる在

職期間に区分して、当該各号の規定により計算して得た額の合計額を支給する。 

（１） 国家公務員としての在職期間 当該在職期間に対応して、支給条例第３条から

第８条までの規定の例により計算して得られた額(この場合において、同条例第

４条の３の規定中「退職又は死亡の日におけるその者の給料（これに相当する給

与を含む。以下同じ。）の月額」及び同条例第６条、第６条の２及び６条の３の

規定中「給料月額」とあるのは「秘書となるため退職した日(以下「退職日」と

いう。)において国家公務員として受けていたその者の俸給月額」と読み替える

ものとする。) 

（２） 秘書としての在職期間 当該在職期間に対応して、前２条の規定の例により計

算して得られた額 



 （その他の事項） 

第５条 退職手当の支給についての手続、方法その他必要な事項は、支給条例及び同条例

施行規則に定める例によるものとする。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和４０年４月１日（以下「適用日」という。）

以後の退職による退職手当に適用する。 

２ 第１条に規定する者の、この条例の適用日における現職就任の日前の組織団体の職員

であった在職期間については、この条例の規定は適用しない。 

   附 則（昭和４２年９月２２日条例第１１号） 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和４２年４月１５日から適用する。 

   附 則（昭和４２年１１月９日条例第１３号） 

 この条例は、昭和４３年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和４３年４月１６日条例第５号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和４３年７月２９日条例第８号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和４４年２月１３日条例第１号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和４４年８月７日条例第４号） 

 この条例は、昭和４５年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和４７年１１月２７日条例第６号） 

 この条例は、昭和４８年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和６０年３月２日条例第３号） 

 この条例は、昭和６１年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和６１年１１月２７日条例第３号） 

 この条例は、昭和６２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年２月２５日条例第３号） 

 この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則(平成１９年２月２６日条例第３号) 

（施行期日） 



１ この条例は、平成１９年４月１日から施行し、同日以後の退職による退職手当につい

て適用する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に助役で、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）に

地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号。以下「改正法」という。）

附則第２条の規定により、副市町村長として選任されたものとみなされる者が施行日以

後に退職した場合においては、当該助役となった日を当該副市町村長となったとみなし

て、この条例による改正後の東京都市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の

長等の退職手当条例（以下「新条例」という。）の規定による退職手当を支給する。 

３ この条例の施行の際現に在職する収入役で、改正法附則第３条第１項の規定により、

その任期中に限り、なお従前の例により在職するものとされた者が施行日以後に退職し

た場合においては、新条例の規定にかかわらず、この条例による改正前の東京都市町村

職員退職手当組合を組織する地方公共団体の長等の退職手当条例（以下「旧条例」とい

う。）第２条第１項第３号に規定する収入役として退職したものとし、旧条例の規定に

よる退職手当を支給する。 

附 則(平成２６年２月１８日条例第１号) 

（施行期日） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則(平成２８年２月２５日条例第２号) 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の東京都市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の長

等の退職手当条例の規定は、施行日以後、長等となった者について適用する。 


